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4) -1 豊田地区の概況
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4) -3 内職
3 大阪の場合一『大阪靴メーカー90年代のビジョン」を通じて一一・（以下次号）
その2 皮革•履物産業
すでに強調指摘したように，まず本論の論者においても「皮革•履物産業は当地域を代
表する重要な地場産業である」（〔1)149ベージ）ことがあげられているが， 当地区にお
ける対象業種はグロープ・手袋・靴・袋物業である。これらの規模はいずれも小零細であ
り，企業としての組織・形態も，靴業者17のうち 1が株式会社である以外はすべて個人組
織（つまり52業者のうち51業者）である。
業種別売上高については， 1億円以上というのは手袋業者で1見られるのみで， 5百万
円未満というのが13あるが，靴業者とグローブ業者がそれぞれ6あり，手袋業者は1であ
る。靴業者で5千万~1億円未満というのが1であるが，グローブ業者は5である。
当地区のグローブ業界については“脚注g• で見てきたように，内外環境の厳しい変化
の中で衰退傾向あるいは不振に見舞われているとしても，歴史的・伝統的に日本最大の産
地を誇ったという実績の面影もうかがえる。これに対して，靴業界では売上高からも衰退
ないしは限界性がうかがわれる。
次に，住居と作業場の関係を見ると， 5礫g者のうち41までが同一敷地内ということであ
り， しかも26業者が同棟，すなわち生活と作業の場が同一であり，また，グロープの2業
表1-40業種別規模別企業分布 （企業）
I ~4人 1 5~9 1 10~19 I 計
グローブ 17 4 5 26 
手 袋 2 1 1 4 
靴 15 2 ゜ 17 袋 物 4 1 ゜ 5 計
I 
38 8 
I 
6 
I 
52 
（出所）表1-1に同じく， 149ページの表C-1。
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者と手袋の3業者が兼業である以外， 47業者が専業である。靴と袋物業者はすべて専業で
あり，しかも家族労働が中心である。
生産体制においても，独立は15であり，下請が39,再下請が6となっている。
販売先も親企業への販売が28で66.7彩ともつも多い。
労働条件においても，家庭での生活時間との区別もはっきりしていないと言っても過言
でないような実態・事情などから見ても，家内工業というよりもまさに生業的である。
このような実態から，当然，経営事情もうかがわれるところであるが，本論の論者は，
まず「中小企業にとって資金ぐりは主要な課題であり，小零細企業の当産業が例外でない
ことは言うまでもない。……全般的判断はむつかしいが，融資を受けることが困難と答え
ている企業も少なくない」（〔1〕162ページ）ことを問題指摘され，部落産業への特別融
資制度の役割の望ましいありかたなどをも言外に示唆されている。
さらに，生産および販売先状況や生産量の変動状況などを見ると，まず数量で増加して
いるのはグロープ業者で1あるのみで，横ばい12,減少16, しかも価格・加工賃の方では
上昇が12あるものの，横ばいが2,下落4という厳しい状態である。
生産量については，「変化なし」という業者はグローブ・手袋・靴にそれぞれ1づつ見
られるが，「大変ある」，「多少ある」という業者は19であり，グローブと靴業者に多い。
このような業界の厳しさを反映して，今後の方向としては，事業拡大というよりも，現
状維持・転業を考えている業者がグロープと靴業界に多く見られている。
そこで，当面する業界の問題点，したがって，それへの対応策などが何であるかという
ことを見ておくと表1-42・43のとおりである。そして，行政機関による支援も当然のこ
とながら要請されている。すなわち，行政による支援を希望している業者は25であ見希
望なしという業者5を圧倒的に上回っている。しかもグローブ21,靴7となっている。
表1-41 今後の方向 （企業）
1対象企業l拡大 1多角化 1現状維持1縮小 1転業 1廃業 1不明
グローブ 26 1 2 12 2 7 1 1 
手 袋 4 ゜゜ 3 ゜゜゜ 1 靴 17 ゜ 2 1 ゜ 7 ゜ 7 袋 物 5 2 1 2 ゜゜゜゜計 I 52 I 3 I 5 I 18 I 2 I 14 I 1 I ， 
（出所）同， 164ページの表C-32。
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表1-42 業界の問題点 （企業）
対象 需要ft ＇ 
低価 資金 技術 従業 販売 後継 同業
力不 力不 員不 力不 者不 者競 不明
企業 減 格 足 足 足 足 足 ムロ
グローブ 22 ， 1 4 12 5 1 4 2 10 3 4 
手 袋 2 2 1 ゜1 ゜゜ 2 ゜1 2 2 靴 10 5 6 3 5 2 1 3 ゜4 2 7 袋 物 1 ゜1 1 ゜゜ ゜1 ゜゜ ゜4 計 1 35 1 16 1 19 I s I 1sI 7 1 2 I 10I 2 I 15I 7 i 11 
（出所）同， 165ページの表C-33。
表1-43業界の対応策 （企業）
対象 新製 製品 技術 販売 統廃 従業 業界 共同 新分 価格
品開 高級 員養 野進 引下 不明
企業 発 化 改善 強化 ムロ 成 協調 化 出 げ
グロープ 22 4 10 6 12 2 ， 7 5 3 2 4 
手 袋 3 2 1 1 2 ゜゜ 1 ゜1 ゜1 靴 18 4 3 3 5 ゜2 2 1 1 ゜
， 
袋 物 1 ゜゜ 1 1 ゜1 ゜゜ ゜゜ 4 計 I 44I 10I 14I 1I 20I 2 I 12I 10I 61 5 I 2 I 20
（出所）同， 165ページの表C-34。
表1-44 行政機関支援内容
対象
企業
資金（設備・運転）
グロープ 23 10 (5, 9) 
手 袋 3 3 (2, 1) 
靴 6 1 (0, 1) 
袋 物 4 0 (0, 0) 
計 I 36I 14 (7, 11) 
（出所）同， 166ページの表C-36。
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技術 市場 共同 人材
指 開拓 設備 養成
2 5 1 ， 
゜゜ ゜゜゜1 1 1 ゜4 ゜゜I 2 I 10I 2 I 1 I 
（企業）
鱈発 転業 不明
2 1 3 
゜゜ 1 ゜3 11 ゜゜ 1 2 I 4 I 16
部落産業の現状・問題点および対策課題（田中） 1239 
日本における代表的・歴史的・伝統的部落産業である当地区のグロープおよび靴業界の
苦悩がうかがわれる。
その3 製造業・食肉業
次に，当地区における皮革•履物・袋物産業以外の製造業については，まず，その数が
きわめて少ないこと，そして，業種も家具・ビニール加工・建具・金網などでは個人レベ
ルの経営である。これらの企業から回収された調査票もわずか4ということである。
また， 食肉業については株式組織形態をとっている企業が2, 個人1ということであ
る。
従業員規模別にこれらの企業を見ておくと，製造業では4人以下が3, 5~19人規模が
1というように小零細であるのに対して，食肉業の方では， 4人以下が1,20~99人の大
規模が2となっている。
このような特徴を反映して，売上高規模も，製造業が最高9,000万円，最低300万円であ
るのに対して，食肉業では， 20億円から3,800万円となっている。
労働事情などについても，製造業が小零細規模であり， H雇・パートヘの依存が多いの
に対して，食肉業では常用のみに依存しているということなどが数少ない回答ではある
が，特徴的にうかがわれる。
以上のような調査結果から，本論の論者は業界の課題について，以下のように強調して
論じられている。
まず，金融問題について。ここでも部落産業特別融資制度の果たすべき役割は重大であ
るが，これを受けている企業は両業界からそれぞれ2あり，受けていない企業もそれぞれ
1となっている。
なお，借入れの難易については，製造業の方で「容易である」と回答した企業が2であ
るのに対して，食肉業の方では「困難」と回答している企業が2あることも興味あるとこ
ろであるが，それらの理由についてはうかがわれない。
そこで，本論の論者は， 「このような経営状態のもとで今後， 拡大を志向する企業が製
造業で3, 食肉業で1, 多角化志向企業が製造業で1あり， 積極的志向の企業が多い」
(〔1J173ページ）ことに注目されている。
また， 「行政機関に対しては支援を望む企業が多く， その内容は融資・経営指導・市場
開拓・人材養成などであり， 製造業においてとくに人材養成を望む企業が多くなってい
る」（〔1〕173ベージ）ということを強調指摘されている。
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その4 商業
次に，当地区における商業について，実態調査から得られた回答（卸売業ー10,小売業
-27)を通じて，本論の論者は，問題点や課題などを述べられている。
これらの業界も全く小零細規模で，家族労働が中心となっている。
そして，販売＝売上高が増加している業者は卸売業で1,小売業で3,横ばいは卸売業
が6,小売業が7となっているのに対して，減少している業者は卸売業が3,小売業が
16となっている。 しかも， 収益について見ると， 増加しているのは卸売業で1だけであ
り，横ばいは卸売業が4,小売業が7,そして，減少は卸売業が5,小売業が18となって
いる。
ちなみに，年間売上高を見ておくと，「卸売業の最高は7千万円， 最低240万円， 平均
2,754万円である。また，小売業では，最高1億3千万円，最低30万円，平均2,472万円で
ある（〔1〕174ペー ジ）。
このような売上高の状況から．ただちに収益の実態はうかがえないところであるが，家
族を中心とした生活の場や時間との区切りも明確にしえない長時間労働による，まさに生
業であるということは否めない事実である。
本論の論者は， 以上のような実態から， 卸売業者と小売業者とを比較してみると， 一
応「卸売業は比較的順調な企業が多いのに対して小売業では厳しい状況となっている」
??
表1-45将来方向 （企業）
1塁羹拡大 1多角化i塁腐縮小転業廃業
: !~I~I~I 1~I~ ~I~ 
（出所）表1-1に同じく， 180ページの表E-13。
表1-46 行政機関の支援対策 （企業）
行政支援 I 行 政． 支 援 内 容
希望 経営 市場 人材
有！無不明
資金 設備 運転 転業
指導 開拓 養成
卸
: I 1: I : I 
2 1 15 6 8 1
: I ~I ~I ~I 
1 
小 ゜（出所）同， 181ベージの表E-14。
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(〔1J179ページ）と述べられている。
そして，当業界においても金融支援が必要とされているが， その実態として， 「部落産
業特別融資制度を利用している企業は卸売業では70形，小売業では59.3形，一般金融機関
からの借入れは両業者とも約5割である」（〔1〕180ページ）ということから， とくに，
特別融資制度の役割の重大性を強調されている。しかしながら，借入れが容易でない企業
の多いことを問題視され， 「これらの企業にとって金融問題が重要となっている」（〔1〕
180ページ）ことを，当業界を通じても，重ねて強調指摘されている。
なお，当業界の将来の方向性と，行政機関に望む支援対策は表1-45・46のとおりであ
る。
その5 飲食・サービス業
続いて，本論の論者は，飲食・サービス業・その他の業者について実態調査され，これ
らの業者の直面している問題点と今後の対策課題などについて論じられている。
これらの対象業種は，以下のとおりである。
飲食業ー一喫茶店・スナック・たこ焼きなど， 10企業。
サ＿ビス業—美容・産業廃棄物処理・清掃業など， 11企業。
その他のサービス業としての性格の強い業種ー一補修業・自動車解体・自動車整備・電
気工事・タオルおしぼり・不動産業など， 13企業。
以上の業種について，本論の論者も強調指摘されているように，とくに清掃業が多いこ
となどを含めて，部落の人々の仕事としてかかわってきている，産業廃棄物処理・自動車
解体業があげられていることに注目しておかねばならない。
これらの企業はいずれも家族労働中心の小零細規模であり，これまでにもすでに他の業
界を通じて見てきたのと同様の特徴・問題点などがうかがわれる。
たとえば，「経営組織は個人形態が大部分で，株式組織の企業は各業種1企業のみであ
る。また，資本金は最高が500万円，最低100万円，平均200万円である。年売上高につい
ては企業格差は大きく，飲食業が最高 1,000万円，最低100万円，平均で468万円，サービ
ス業が最高1億円，最低90万円，平均2,395万円，その他産業が最高1億5,000万円，最低
200万円，平均2,916万円」（〔1〕181ページ）とのことである。
なお，取引先との従属関係は，サービス業に 1, その他産業に4以外，一応独立的営業
をおこなっていることがうかがわれる。
次に， 経営者の前歴について見ておくと， 「各業種とも同業従業員•他業従業員•他業
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種の経営者が大部分で， 従業員からの独立・創業か， 他業者からの転換の企業である」
（〔1〕185ページ）ことなども注目しておかねばならない。
労働事情については，飲食業では女性が多く，サービス業においては男性が多いという
ことであるが，飲食業としては一般的な性格が反映されており，サービス業，ことに部落
におけるサービス業としては，すでに見てきたように，典型的な部落産業の性格などを反
映して男性が多いということが如実にうかがわれるのである。このことを再び強調指摘し
ておこう。
これらの業界の販売および利益状況は，やはり横ばい・減少傾向にある。
以上のような実態などから，本論の論者は，これらの業界の課題を論じられている。
まず，金融状況であるが，特別融資と銀行からの融資を受けている企業もかなり多く，
借入れの容易・困難については，業界によって異なっており，本論の論者の言葉を借りれ
ば，まさに「複雑である」（〔1〕189ページ）と言わざるをえない15)。
このような経営状態のもとで，各企業の将来の方向性と行政機関に望んでいる支援対策
などが表示されている（表1-47・48)。
期待されるところの支援策として，資金援助をあげている企業が多いということも当面
の問題としてうなずけるところであるが， 人材育成を望んでいる企業も多いということ
は，今後，部落の人々の仕事・産業において，ことに業種から見ても，サービス経済化・
ソフトエコノミー化一層の進展のさなか，経営の合理化・近代化へ向けての指導・育成こ
そが必須であるということの証左である。このことを， さらに加えて強調指摘しておこ
う。
15)筆者は，本『桜井市同和地区産業実態調査」の関係者はもとより，筆者自身，部落産
業にたずさわっている人々と親しくお会いし，いろいろと直接に彼らの意見などをお
聞きする機会が多い。
そのような中で，部落産業を対象としたところの特別融資制度については，期待が
寄せられている一方で，その借入れ条件・手続き上の問題以上に，それに頼らねばな
らないほど経営が悪いということ，はたまた，経営方法・技術の問題などが他の業者
に知られてしまう等々，心理的な要因などにも左右され，スムーズに借入れを申し込
むことに踏み切れないという悩みなどもうかがわれる。まさに「複雑である」と言わ
ざるをえないのである。
このような企業・業者の悩みを理解し，それに応えていくことこそが，行政および
関連指導・育成機関の重要な使命であろう。情報化・ネットワーク化一層の進展との
関連からもこのことを強調指摘しておこう。
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表1-4?将来方向
1243 
（企業）
塁魯 I拡大 1多角化 1塁蒻 I縮小転業 1廃業
飲 食 10 1 2 5 ゜ 2 ゜サービス 11 3 2 5 ゜ 1 ゜その他 13 7 1 5 ゜゜゜（出所）表1-1に同じく， 190ページの表F-17。
表1-48 行政機関の支援対策 （企業）
行政対策希望 支 援 内 容
I有 1無不明塁畠資金（設備・運転）什員叶儡得り温 I転業その他
飲 食 5 5 ゜5 3 (2, 1) ゜゜ 1 1 ゜サービス 6 4 1 6 4 (1, 3) ゜1 ゜゜ 1 その他 12 1 ゜12 9 (2, 7) ゜゜ 3 ゜゜（出所）同， 190ページの表F-18。
3) -3 内職
次に，当地区における内職の実態を，本論の論者の調査分析などを通じて見ると， 34人
の内職者全員が女性であり， 40~49歳が最も多く (13人）， 50歳代が10人， 60歳以上が6
人， 3雌艮代が4人となっているように，中高年層である。また，家族関係で見ると，世帯
主は1人で，残りの33人が非世帯主である。
なお，本論の論者は，これらの内職者の住居関係について，「土地付き持ち家が30人．
90.9彩と最も多く，公営住宅が9.1彩の3人で． 土地付き持ち家が多い」（〔1〕191ペー
ジ）ということに注目されて，強調指摘されている。
さて， 内職の種類（業種•発注先）・内容などであるが， グロープの 15企業が最も多
く，衣服6,靴5,手袋2,その他2,不明4となっており，地区内における部落産業関
連業種21企業， 67.7彩で占められているということも，特徴としてうかがわれる。
これらの作業内容は，「衣服関係が洋服， メリヤス製品， 下着などの縫製加工であり，
その他はネックレス用真珠玉の選別とベヒ:-カーの縫製部門の加工であり，ミシン加工が
圧倒的に多いが，一部にグローブのひもとおしなど」（〔1〕192ページ）が見られる。
また， 労働・作業状況などについては，熟練度はかなり高いが， 労働時間は1日平均
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6.6時間，月間労働日数も20~24日というのが最も多く， 47.1%,平均21.8日とのことで
ある。
以上のように見てくると，当地区における中高年層の女性の内職が，一家の経済生活を
支えるための重要な手段であるので，本論の論者は，今後の課題について以下のように問
題指摘し，論じられている。
まず，加工賃＝収入であるが， 1日当たり最高10,500円，最低900円，平均3,173円， し
かも30人までが横ばいであるというように，月収も数万円程度にしか過ぎない。したがっ
て，今後のあり方についても，持続の意志をもっている内職者11人に比べて，それがない
者が23人と多いこと，後継者については34人全員がないということ，しかし，転職希望と
いうことになると，希望あり 17人，なし16人と，あい半ばしていることなど，現在，これ
らの内職についている人々は自分1代限りの仕事として受けとめており，チャンスがあれ
ば転職を願っている人々も過半数いるという切実な事情がうかがわれる。
なお，本論の論者も， 「このような内職について関連の法制度に関して見ると， 全員が
家内労働法や最低賃金制について知っていないし， したがって，家内労働手帳を全員がも
っていない」（〔1〕194ページ）ということを鋭く問題指摘されている。
今後，行政側および関連指導育成機関などとしても，果たすべき基本的な役割ーー情宜
活動を含めて一ーが何であるかということから見直していかねばならないであろう。
このことをつけ加えて強調しておこう。
4)豊田地区産業調査報告
豊田地区に関する実態調査は，間苧谷努教授が担当されている (IV)。 この地区にお
いても，今まで紹介して見てきたのと同様の手法によって実態調査がおこなわれ，問題指
摘され，そして，今後，当地区においても望ましい産業・人々の経済生活などのあり方に
ついての対策課題などが論じられている。
4) -1豊田地区の概況
では，当地区の概況について，本論の論者の実態分析を紹介して，見ておこう。
まず， 当地区が， 初瀬川と巻向川の二つの川にはさまれた低湿地に位置させられてお
り，交通の便もあまり良くないなど，他の同和地区に比べても不利な自然的条件下にある
ということから，鋭く問題指摘されている（〔1〕195ペー ジ）。
そして，当地区の居住人口が近年横ばい (1988年現在で，世帯数230,人口744人）であ
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るということ，また， 彼らの生活意識が， 「比較的すごしやすい生活環境」のもとで，過
半数が，いわゆる「中流意識」をもっているということを， 1987年8月実施の実態調査に
基づいて披漉されている。
しかしながら，同調査による問題指摘，すなわち，「1 居住人口の老齢化と核家族化．
2 交通・買い物，病院などへの遠距離・不便さ，ムラのこれまでの産業のあり方・土地
の狭隣性・公害（悪臭）など， 3 他地区に比べ就業構造に占める高率の「自営業主」
(16.5%)などの実態が明確化された」（〔1〕195ページ）ことに着目され， 「今この時点
で，この地区の産業実態を正確にとらえておくことは，今後の地区発展を考えるうえでの
基礎資料をつくっておくという観点からしても，極めて重要な意味をもっている」 (195ペ
ージ）と述べられ，本調査の意義を強調されている。
筆者が，本小論の冒頭で，本調査の意義を高く評価したのも，まさにこの点にあるので
ある。
では，当地区産業の特徴について，本論の論者の指摘によって見ておこう。
1 市内地区では，皮革•履物産業が中核的部落産業であるのに対し，当地区では，食
肉業の占める位置が極めて大きい（企業数ー地区内 18, 地区外5)。従業員規模は，土木
・建設業，一般製造業に比べ小規模一家族従業員への高い依存度。
2 土木・建設業は，食肉業に次いで多く（地区外3を含めて 17), 従業員は1企業平
均8.8人，雇用従業員99人を数え， ともに当地区第1位。
3 かつて三宅地区や市内他地区の内識を中心にかなり隆盛であった皮革•履物産業
は，現在，企業数わずか10(地区外3)で，規模も地区内他業種に比べ零細である (1企
業平均4.38人）。
4 一般製造業に属する企業は，わずか数企業で， 平均従業員規模は8.6人（土木・建
表1-49調査企業数
＼皮革誌1 その他産業
履・物 建・設 食肉 1製造業i商業 1飲食業は箪ヒ］他 総計
回答企業数 8 15 20 61 1s I si sJ 8 80 
調査対象企業数 10(3) 17(3) 23(5) 39(14) 89(25) 
回収率(%) 80.0 88.2 87.0 94.9 89.9 
（ ）内は地区外立地企業数
（出所）表1-1に同じく， 196ページの表A-1。
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表1-50 回答企業従業員数
1 従業者 1家族従業者 I一般従業者 1回答企業
皮革•履物 35(4.38) 17(2.13) 18(2.25) 8 
土木・建設 132(8.8) 33(2.2) 99(6.6) 15 
食 肉 110(5. 5) 62(3.1) 48(2.4) 20 
そ の 他 111(3. 17) 54(1. 54) 57(1. 63) 35 
内（製商造業
43(8.6) 10(2.0) 33(6.6) 5 
28(1. 87) 23(1. 53) 5(0.33) 15 
訳他 40(2.67) 21(1. 4) 19(1. 27) 15 
総 計 I 388(4. 97) I 166(2.13) 1 222c2. 85) 1 78 
（ ）内は， 1社平均人数
（出所）同， 196ページの表A-2。
設業とほぽ同水準）。商業は15企業で土木建設業に近いが， いわゆる生業的零細規模が多
い（〔1〕197ペー ジ）。
4) -2産業分析
その1 食肉業
① 業界構造と企業動向
当地区の産業上の著しい特徴は，地区内に桜井市営のと畜湯をもっているということで
あり， したがって，食肉業にかかわっている人々が多いということは，すでに概況におい
て見てきたとおりである。
当地区におけると畜場について，本論の論者は， 1.1930年2月に奈良県内では5番目と
して許可を受け，同年11月に「縄向村営と場」として事業を開始，大三輪町営をへて，桜
井市営となったという設立に関する歴史的事情， 2.1935年代には，礎城郡一円と山辺郡の
一部を供給区域としていたという市場範囲， 3.当時， 10カ所あったと畜場の整理・統合を
へて，現在，桜井・大和郡山・大和高田・五条・榛原の5カ所 (1990年9月現在）である
という県内と場の存在地域とその数， 4.桜井市営と畜場が，奈良県全体の年間と畜頭数牛
8,000頭弱のうち3,500頭前後約45彩（豚は約1,800頭）という生産活動から見ても， 当地
区が，奈良県における食肉産業に果たしている役割の重大性を強調指摘されている（〔1〕
197~198ペー ジ）。
そこで，まず，業者およびと畜場の運営について見ておくと， 『と畜場法」で許可を受
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けた業者 (23―当地区在住業者13,地区外5,桜井市外5)によって結成された「豊田
枝肉組合」が，市の委託を受けて運営している。
さらに，本論の論者は，「1979年以来， 奈良県にと畜場設置推進協議会が発足し， 奈良
県食肉流通センターの設置をめぐって，奈良県の食肉業界は大きくゆれ動いたが，そのた
めに創設された新会社「奈良食肉KK」への参画者（出資者） 47名のうち，桜井の関係者
が19名 (40.4彩）を占めており，新しい局面にあっても．なお，奈良食肉業界に占める豊
田地区食肉業の役割は極めて大きい」 (198ページ）ということを重ねて強調指摘されてい
る。
なお，当地区には，後に見ていくように，他の産業・業種なども存在しており，たとえ
ば大阪の場合に見られているような，と畜場を中核としてムラ全体が何らかの形で食肉産
業にかかわっている，換言すれば．と畜場を中心にいわば“企業城下町”を形成している
c・ 食肉のムラ")ということとはやや異なっている。
このことの一端，すなわち，当地区の食肉産業が奈良県の食肉産業上重要な役割を占め
ているにもかかわらず，当地区産業界の中核的存在たりえないといういわば矛盾性は，企
業経営の小零細規模性に求められよう。
本論の論者によっても，「家族従業者（経営者自身を含む）……極めて家族経営的色彩
が強い」（〔1〕198ページ）ということが，鋭く問題指摘されている。
桜井市および奈良県の行政側としても今後，施策にあたって，この点をまず重視しなけ
ればならないであろう。
次に，企業の生産形態を見ておくと，「食肉業者が， 牛（豚）を仕入れ， と畜場で解体
後の枝肉のカット処理をおこなった精肉や内臓の卸売・小売を主たる業務内容としている
(20社中1は牛豚脂・骨加工をおこなっている）ところからして当然のことながら，回答
なし企業3を除くすべてが「独立」形態をとっているが，組織形態としては，資本金1,000
万円の株式会社1以外は，すべて「個人」企業となっている」（〔1〕199ぺ＿ジ）。
営業・販売地域としては， 奈良県内で広範な活動をおこなっていることがうかがわれ
る。
年間売上高は，回答があった14社の中で， 「最高 120,000万円，最低1,000万円， 平均
15,043万円（売上高2,000万円以下の 4社を除くと，残り 1~土平均20,410万円）となり，
10,000万円台以上の売上高をもつ企業も4社」（〔1〕200ページ）とのことである。
販売の状況については，増加2,横ばい7, 減少1, 同じく， 利益については， 増加
1, 横ばい5,減少1となっている。
239 
1248 闊西大學『経清論集」第42巻第6号 (1993年3月）
表1-51 牛肉需給の推移 （単位：千トン）
区分 需要量生産量 輸入量
オーストニュージ
自給率
A B 
和牛 乳用種 アメリカ
B（/彩）A ラリア ーランド
昭和 221 197 108 84 26 0.4 23 3 89 
45 (315) (282) (154) (120) (38) (0.6) (33) (4) 
50 291 235 91 142 64 7 52 4 81 
(415) (335) (130) (202) (91) (10) (74) (6) 
55 418 302 93 208 120 24 90 5 72 
(597) (431) (132) (297) (172) (34) (128) (7) 
60 542 389 141 242 158 50 97 6 72 
(774) (556) (201) (346) (225) (71) (139) (9) 
63 681 398 119 269 286 119 148 11 58 
(973) (569) (171) (384) (408) (170) (212) (16) 
（注） 1. 農林水産省の『食肉流通統計」及び「食料需給表」ならびに大蔵省の「日本
貿易月表」による。
2. 上段は部分肉ぺ＿ス，下段（ ）内は枝肉ペースである。
3. 総務庁「牛肉の生産・流通・消費の現状と問題点」（大蔵省印刷局）平成2
年9月， 3ペー ジより。
（出所）表1-1に同じく， 201ページの表B-7。
このような状況から，本論の論者は， 「販売•利益とも，企業規模との関連性が見られ
ないこと」，「全体として食肉需要が飛躍的に増加している中で，輸入肉増加（自給率急落
現象」（表 1-51) との関連からも，販売•利益上での横ばい・減少傾向を重視され，「流
通センタ＿設置によって，食肉市場が形成される動きともあわせ考えると，地区食肉業の
先行きが，必ずしも楽槻しえない状況にある」（〔1〕201ページ）ということをも強調し
て問題指摘されている。
R 経営者と家族従業員
次に， 本論の論者は， 当地区における食肉業の経営者と家族従業員の特徴などについ
て，さらに詳しく調査され，表示されているが，まず，当業界においても高年齢化現象が
うかがわれる（平均年齢47.1歳）。また，経営者の前歴が同業種の従業員 (6名）か経営
者の家族 (6名）というように，同業種の経験者で6割を占めているということもうかが
われる。さらに，仕事・作業内容などから見て， 「食肉業にとって， 家族労働が不可欠で
ある」 ((1〕205ページ）ということがことに注目されて，強調指摘されている。
⑧ 労働事情
なお，当業界においても，家族従業員以外に，一般に雇用されている従業員や労働事情
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についても調査がおこなわれているが，専門的な技術・作業・過重な肉体労働など，当業
界の特質を反映して，ことに男性の常雇いに占める割合が93.8%(女性は50%)と圧倒的
的に高いということをも， 当然のことながら．注目しておかねばならない（〔1〕208~ 
209ペー ジ）。
④ 今後の企業方針と行政への期待
このようにして，本論の論者は，当地区における食肉業界の現状・実態を通じて，将来へ
向けての課題， とくに業者たちが行政に期待している施策などについて論じられている。
まず，企業方針として，拡大を考えている業者は20の内1 (55彩），多角化6(30形）．
現状維持5(25彩），そして， 1業者が転業を考えていることを除くと，「回答20社中15社
(75形）が， いわば積極的に新しい環境条件に対応していく姿勢を示していると言えよ
ぅ」（〔1〕212ページ）と高く評価されている。
食文化生活のバロメータとも言うべき食肉の消費量から見て， 日本は諸外国に比べ，ぃ
まだそれが低いということを考えあわせる時，食肉業は成長産業であると言えよう。そう
であるからこそ，諸外国からの参入・自由化が要請されたのである。しかしながら， 日本
においては，当業界がいわれなき差別とハンディに苦しめられてきた部落産業であるとい
うことをも考えあわせる時，国家的レベルで抜本的施策が採られてしかるべきである。
本論の論者も，「行政機関に支援を望む企業は， 20社中 18(90%)にのぼっており，そ
の内容は，資金融資12社 (66.7彩，設備資金・運転資金の希望はほぼ同じ），経営指導3.
市場開拓3,人材養成2,転業支援1となっており，融資を望む企業が約7割を占めてい
る」（〔1〕212ぺ＿ジ）ことに注目されている。
このことは，先に問題指摘して述べたように，当業界が近代化・合理化経営を推し進め
ていくための不可欠な条件であり， 自助努力の限界を切実に訴えているものと受けとめね
ばならないであろう。
本論の論者も当業界の将来のありかたに関して， 「今後， 県食肉流通センターの開業と
ともにと畜場が閉鎖される中で，豊田地区食肉業の新しい環境への適応がどのようになさ
れてゆくのかが注目されざるをえない」（〔1〕212ペー ジ） と述べられているが，この点
に関しても今後，関連の調査がおこなわれ，そこから現れてくる問題の分析，そして，そ
れらを通じて，さらに必要とされるべき対策課題などについて，一層積極的に取り組んで
いかねばならないということが痛感させられる。
241 
1250 闊西大學『親清論集』第42巻第6号 (1993年3月）
その2 土木・建設産業
次に，本論の論者は，同様の分析手法でもって，当地区における土木・建設産業を実態
調査・分析されている。
そこで，①業界構造と企業動向について見ておくと，まず，企業規模が他の業種に比較
して相対的に大きい（従業者規模1名から28名，平均8.8名，総従業者132名のうち一般従
業員99名など）ということである。業種構造は，建築のみの企業が1,土木のみが7とな
っており，両部門にわたって経営している企業は7ということである。
また，事業との関連における有資格者の人員数や企業組織の形態などから見て（表1-
52・53), 一応，「土木・建設業に，近代的企業経営単位に達していると考えられる企業が
多く」（〔1〕213ペー ジ）， しかも，株式会社の形態をとっている企業においてそれが見ら
れていることが強調指摘されている。
表1-52 
企業数
回答企業数
有資格者計
事業所内の有資格者
業種→ 建築 土木
i~I i i 
88 17 
a. 1 級建築士 4 
b. 2 級建築士 6 
c. 特殊免許 28
d. 1級土木施工管理士 13 
e. 2級土木施工管理士 32 
f. その他 5
（出所）同， 213ページの表C-2。
表1-53 組織形態と生産形態
組織形態 l生産形態 1建築 1土木 I土木・建設
???
建
.746583 2 -1
土7
企業数 14I 1 I 6 I 7 
個 人 独立 1 1 
(9社） 独立＋下請 2 2 
下請 5 1 3 1 
孫下請 1 1 
株式会社 独立 2 2 
(5社） 独立＋下請 3 1 2 
（出所）同， 214ページの表C-4。
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次に，企業年齢から見ると， 35年以上の歴史をもっている企業が3社あり，平均年齢が
21. 5年と高いところから，「土木・建設業が，豊田地区産業の中核的存在の一つであった」
（〔1〕212ページ）ということをも強調されている。
しかしながら，工事高に占める下請比率が圧倒的に高い（「下請」生産形態の企業では
90~100彩）ということもまた問題視されている。
次に，工事高に占める公共・民間の割合では，公共依存が50彩以上と高く，公共部門の
当該産業に果たしている役割の大きさがうかがわれる。また，工事高に占める桜井市内・
市外の割合については，市内依存企業が50彩というのが1味t中7社であるが，企業規模の
大きい株式会社が広く市外での営業割合を伸ばしていること，換言すれば，この意味にお
いても，企業が近代的組織になっていけば，その経営・市場などの発展の可能性もあるの
ではないか， ということなどをも示唆されていると言えよう。
しかしながら，「土木・建設業にとって極めて重要な意味をもつ官公庁の工事高は，『減
少Jとするもの8社と回答1洸土の66.7彩を占めているのに， 『増加」と回答した企業はわ
ずか3社であり，しかも，それが，土木業の最大企業1社，土木・建設業の最大企業およ
び第2位であった点が注目されよう」（〔1〕217ページ）ということをもつけ加えて問題
指摘されている。
次に，③本論の論者は，経営者と家族従業員の全従業員に占める割合が25.5%(1社平
均2.2名）で，食肉業の場合の56.4.%(平均3.1名）に比較して「はるかに低いのは， 土
木・建設業では平均企業規模が8.8名と食肉業の倍以上であることの当然の帰結である」
(〔1)218ページ）とみなされている。
なお，経営者の前歴は，経験や資格などの関係から見て，当該産業における従業員から
の上進 (5名）や経営者の家族による継承 (4名）がやはり多く，他業種による参入が0
ということもうなずける。
また， ③労働事情についての分析からは， 厳しい状況がうかがわれるが，「一般従業員
83名中，地区外からの者が51名で61.4彩を占めている」（〔1〕223ページ）ということな
ども，当該産業の特徴として注目しておこう。
以上のような調査分析を通じて，本論の論者は，④企業の当面する課題と今後の方向と
して，以下のように論じられている。
まず，企業の当面する問題として回答した13企業の内，「収益の低下」が最も多いが (11
企業），それは，当然，「工事高の減少」 (7企業）によるものであろう。続いて，「資金力
の不足」 (5),「従業員の不足」 (5), 「技術力の不足 (4), 「営業力の不足」 (3)とい
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うことなどが問題である。
しかしながら，これらの企業にあっては，今後の方針として， 「拡大」を考えている企
業が1鈍廿P7社，「多角化」が5社あることから，「積極的に将来に立ち向かう姿勢 (78.6
％）」 ((1〕225ページ）がうかがわれる。
そして，企業発展のための対応策として1姓L中13社までが「人材の養成」をあげ，続い
て， 1社が「技術力の向上」， 4社が「業界の集約」を，同様に，「業界の協調」を3社が
あげていることなど， 人材育成と業界の組織化が重視されていることなどがうかがわれ
る。事実， 行政側に対して希望している企業8社の内， 7社までが，「技術指導」 (2).
「工事発注の増加」・「均等化」（各2), 「公共事業の拡大」 (1)などを具体的に要請して
いる。
その3 皮革，履物産業
さて，当地区における皮革•履物産業の「業界構造と企業動向」について，本論の論者
は，「桜井市内にある他の同和地区では部落産業の代表格として位置づけられているのと
異なり，地区産業としての相対的地位はかなり低い」（〔1〕226ペー ジ） ということを，
まず特徴としてあげられている。
調査票回収企業数8社（対象企業数10社），全従業員数35名（経営者を含む家族従業員
数17名＋家族外従業員数18名）という少ない数値からもうなずけるのである。
本論の論者は， 「かつて，他地域の下請・内職中心であったとはいえ， 1955年頃から，
極めて隆盛であったグローブ・ミットを中心とするこの産業も，その後の発展途上国の追
い上げなど国際環境の激変をきっかけとする構造不況のなかで急激にその勢いを失ってき
た」（〔1〕226ページ）ということを問題指摘されている。
業種別に見ると， グローブ・ミット製造2社， 革靴4社， サンダル1社， バッグ1社
で，それらの従業員規模は平均4.38名，年間売上高も平均 1,475万円であり， すべてが下
請生産のみの個人企業である。
これらの事情からも，小零細規模としての部落産業の経営不振の実態が如実にうかがわ
れる。
では，このような「業界の課題と企業の将来」はいかなるものであろうか。本論の論者
は， 調査分析を通じて， 「外国製品との競合」・「低い製品価格」・「需要の減少」・「同業者
との競争」・「従業員不足」・「資金力の不足」・「後継者の不足」などを切実な問題として指
摘されている。 ことに， 「激しい外国製品との競合のなかで受注単価が引き下げられると
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いう厳しい環境下で苦悩する業者の姿が浮かび上がる」（〔1〕230ページ）ということを
強調されている。そして， このような状況下で必要とされる対応策として， 「新製品の開
発」・「製品の高級化」・「生産技術の改善」・「販売体制の強化」・「従業員の養成」・「新分野
への進出」などが業者たちによって訴えられていることをあげられている。
行政機関への支援希望の有無は，回答7社中§社が望んでおり， 5社までが「資金の融
資」（設備資金と運転資金の半々）， そのうち 1社が「市場開拓」をあわせて希望してお
り，「現状維持」の方針と回答しながら，「転業」の支援を希望する企業が1社あるなど，
「この業界の現況を物語っている」（〔1〕230ベージ）と鋭く問題指摘されている。
その4 一般製造業・商業・ その他産業
では次に， 当地区の一般製造業・商業・その他産業における現状・問題点， したがっ
て，今後の対策課題などは何であろうかということについて，本論の論者の調査分析結果
と論述を通じて，以下，要約的に見ておこう。
まず， 1.各業種の概況と企業活動などについて表示しておこう（表1-54)。
この表からもただちにうかがわれるように， 当地区の企業も， 他の地区の場合と同様
に，小零細の生業的経営であり， したがって，経済生活の苦しーさも当然うかがわれる。
本論の論者もこれらの事情にとくに注目され， たとえば，販売の増加が見られる企業
—それもほんのわずかにしかすぎないが—でさえ，ほとんどのものが利益で見ると減
少しているということを問題指摘されている。
このように，経済生活の苦しい実態の救済方法・手段としては， 他の地区の場合と同
様，資金融資に依存せねばならないこともまた当然のことと言えようが，そこにももろも
ろのハンディやネックなどが横たわっており，困難であるということもまた容易にうかが
われる。
ところで筆者は，すでに，資金融資，ことに部落産業のための特別融資を受ける場合，
企業側においても， 自社の経営がまずいため， このような融資に頼らねばならないとい
ぅ，いわば企業家としてのためらいがあるということを，当事者たちからうかがったこと
をも問題点としてあげた。しかしながら，それにもまして根本的な問題点として以下の事
情をあげねばならない。
筆者は，民間金融機関それ自体，利益追求が目的なので，もうけにならない対象企業に
は融資をおこなわないということを述べたことだった。
ある地方行政自治体が同和問題ことに部落産業振興に積極的に乗り出してき，筆者も参
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表1-54豊田地区における一般製造業・商業・その他
産業の現況
一般製造業 商 業 その他産業
メリヤス加工・紙器業 卸売（エクステリア建 飲食業（お好み焼き屋・
業 化成場・電器部品加工 材・資材販売）1・小売 焼肉店・スナック・中華
•生コン製造（販売） 業（袋物販売1・たばこ そば店） 5・サービス業
それぞれ1社 販売2・LPガス販売 （カラオケスタジオ・浄
1・酒販売2・パン菓 化槽管理業） 3 • その他
種
子販売2一うち行商1 （不動産業2,生コン搬
ー・たこやき小売り 送・貸店舗業・牧場・乳
1, 無記入5)14 業各1)8 
従業員 33人 5 19 
家族従業員 10人 23 21 
従業員数 4人2社・ 5人1社・ 1人7社・ 2人4社・ 1人7社・ 2人3社・ 3
別企業規模 7人1社・ 23人1社， 3人3社・ 4人1社， 人1社・ 4人2社・ 6人
平均規模8.6人， 平均規模1.87ときわめ 1社・ 10人1社，平均規
最大1のみ株式組織， て零細 模2.67人，株式組織は1
その他は個人組織 社（資本金100万円）
企業年齢I6社平均で20.吟 j 1s.4年 17, 7年（飲食5.9年）
生産形態 1独立3・半数が下請 I
（孫下請1を含む）
年間売上高 850万円~5,000万円． 500万円以下4 100万円末満4
1社平均2,437.5万円 1,000万円台2 500万円未満2
3,000万円台1 1,000万円未満4
4,000万円台1 3,000万円未満3
5,000万円台1 平均852.3万円
7,000万円台1 副業的である業者が多い
最低80万円 ため少額とみなせる
増加 1社 2 1 (飲食）
横ばい 7 4 
減少 5社 6 8 
（出所）桜井市「桜井市同和地区産業実態調査報告書j, 1991年3月， 230~233ページ
より作成。
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与することになった。実態調査や会合の席で，当事者たちが， 「部落産業の中でも設備投
資をおこなえば，競争力もつき，立派に経営ができるのだが，部落の土地は一般地域に比
べて低く評価され，抵当としての値打ちがないため，銀行は融資してくれない」というこ
とを切実に訴えられたことだった。ここにおいても，部落地域に対する槻念的および実態
的差別をまざまざと見せつけられたのである。同和問題が国民的課題であり， 国家の責
務であるということがいかに徹底されていないかが，再認識させられる。 r部落解放基本
法」はこのような意味からも実現されねばならない。このことを改めて， ここに強調指摘
しておこう。
さて，本論の論者は， 2.当地区の経営者と家族従業員， 3.労働事情などについても実態
分析されているが，生業的という特徴を反映して，いずれの場合も，家計と企業経営，ぉ
よび，仕事場と生活の場なども分離されていないまま――“住・職混在・-.加えて，
労働時間・日数も長いということなどを問題指摘されている。
そこで， 4.今後の企業方針と行政への期待について， 「今後企業をどのようにしたいと
考えているか」，さらに，「行政に支援を望むか」の2点について見ておられるので，これ
らについても表示しておこう（表1-55)。
貪
の
I 
i ヽ
ヘ
の
待期
表1-55 豊田地区における一般製造業・商業・その他産業の
今後の企業方針および行政への期待
I一般製造業I商 業 lその他産業
現状維持 2社 5社 2社
拡 大 1 5 1 
多角化 1 3 
縮 小 1 1 ) (飲食業）
転 業 2 1 
廃業希望 1 
資金融資
運転資金 3 3 6 2 
設備資金 2 3 6 2 
市場開拓 1 3 
経営指導 1 2 
1 (廃業への指導）
（出所）表1-54に同じく， 238~239ページより作成。
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4) -3 内職
最後に本論の論者は，当地区における内職の状況について調査分析されている。
それによれば，内職にたずさわっている人12人がすべて女性であり，その職種は，皮革
関係の仕事である。すなわち， グロープ (5人）・スボーツシューズ (1人）などの部落
産業製品関係である。他の 3人は縫製関係ー―—男物下着・ベビー服などのミシン縫いなど
である（〔1〕239ペー ジ）。
また， 1日あたりの労働時間は3時間から10時間となっており，平均6.1時間，そして，
1カ月あたりの労働日数は平均21日となっている。これらの加工賃は出来高払いであり，
これを時間給に換算すると平均413.3円と， 世間一般の相場よりはるかに低賃金である。
しかも，その仕事が常時あるというわけでもなく，不安定であること， したがって，現在
の仕事に対する満足感も低く，転職したいと思っている人が12人中8人にも達しているこ
となどが問題指摘されている。
なお，本論の論者は， さらに当地区の内職について詳しく立ち入った分析をされてい
る。すなわち，年齢構成は平均47歳，このうち世帯主はわずか2人，他の9人は世帯主で
なく，同居家族数は1~5人（平均3.5人）であるということ， その住居は「公営住宅」
居住者が主体で8人であり，残りの4人は持ち家（そのうち2人は土地・家とも， 2人は
家だけ）ということである（〔1〕糾0ペー ジ）。
最後に，「家内労働手帳」や奈良県の最低賃金について知っている者（前者1,後者0)
という状態であることをも問題視されている。これらの事情については，すでに吉村励
教授の鋭い問題指摘によって見てきたとおりである。
このような実態を通じて見ても，まず，内職に依存する企業側の小零細生業的＝低所得
性が内職者に対して影響していることもまた如実にうかがわれるのである。部落における
いわば運命共同体としての性格の現れである。したがって，これらの企業自体の経営改善
へ向けて行政側の抜本的支援施策そのものからおこなわねばならないことが，重ねて痛感
させられる。このことを，ここに強調指摘しておこう。
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